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請負代金内訳書に明示される法定福利費の

適切な支払いのための取組について

工事請負契約書第３条に基づく請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）

における法定福利費の明示については、「「工事請負契約書の制定について」

等の一部改正について」（平成29年８月25日付け国地契第22号、国北予第８号）

及び「「工事請負標準契約書の制定について」等の一部改正について」（平成2

9年９月１日付け国港総第254号）等に従い、平成29年10月１日以降に入札契

約手続を開始した工事から実施しているところである。今般、受注者から下

請負人に対して、社会保険の加入に必要な法定福利費が適切に支払われるた

めの取組の一環として、当面の間、下記のとおり行うこととしたので、遺漏

無きよう取りはからわれたい。

なお、本通知は、平成30年６月１日以降に入札契約手続を開始する工事か

ら適用する。



記

１．受注者が決定したときは、当該受注者に対し、内訳書に法定福利費を記

載する際に、以下の点に留意するよう周知徹底を行うこと。

・計算間違い等、数値的・機械的に誤っていないこと。

・法定福利費の算出に当たって、国土交通省作成の「法定福利費を内訳明

示した見積書の作成手順」（平成27年５月26日）に準拠する等、適切な方

法で行っていること。

・下請契約を締結する工事（締結することが見込まれる工事を含む。）にお

いては、当該下請業者分の法定福利費を含めていること。

２．受注者から内訳書が提出されたときは、その内容を確認し、受注者が記

載した法定福利費が、公表している「予定価格に含まれる法定福利費事業主

負担額概算額」に比して著しく低い場合（具体的には２分の１以下を目安と

する。）には、受注者に対して法定福利費の額の算出・記載に誤りがないか

確認を行うこと。

３．当面の間、上記２．により確認を行った工事については、四半期毎に、

別添の様式に必要事項を記載した上で、本省地方課又は港湾局総務課に提出

すること。


